Ⅲ、今夏の節電対策の総括と今冬の節電対策について
　東日本大震災による東京電力福島第１原発事故と相次ぐ各原発の稼働停止を原因とする電力不足は今なお続いています。電力供給の劇的な改善は望めず、今夏に続き今冬も電力需要に対処するための節電が避けられない状況です。
　今夏の節電対策では政府が東京・東北電力管内へ１５％の節電を求めたほか、関西電力管内へも１０％以上の節電を呼び掛けるといった取り組みが重ねられてきました。
　今夏の最大電力消費は昨夏のピーク時と比べて東京電力で１８％、東北電力で１５・８％、関西電力で１１・３％の減少となりました。この結果は家庭の小まめな節電に加え、企業の生産シフト変更やサマータイム導入など、社会が結束することで得られた成果でもあります。
　節電の実効力を上げるためには、社会全体で目標を共有することが欠かせません。また、冬場は朝から夕方まで電力需要の高い状態が続き、夏場のように猛暑時だけ電力需要が高まる訳ではない。それだけに、節電の取り組み方もおのずと異なってくるはずです。
　また全国各地の自治体で、電気の供給元を電力会社から、電力自由化で生まれた特定規模電気事業者（ＰＰＳ）に切り替える動きが目立ってきました。これは財政事情が厳しい中での経費削減策の一つであり、福島原発事故をきっかけに、電力市場のあり方に関心が強まっています。
　しかし、節電努力の要請が長引くと見込まれるなか、現在のような個々の努力に委ねられている場当たり的な「節電対策」のままでは、社会全体の対応としては限界があります。
　そのため、「電力多消費型」経済社会からの転換を図り、省エネ・節電対策が日常的・安定的に実施できる社会を早急に実現する必要があります。
（1）我がまちの今夏の節電の成果を踏まえ、継続的な節電・省エネ対策について伺う。
（2）特定規模電気事業者が競争入札に参加し、電気の購入先を変える自治体の動きがあるが、我がまちの考え方を伺う。
（3）太陽光、水力、風力、地熱、バイオマスなどの再生可能エネルギーの普及拡大について伺う。
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